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○経済指標の振り返り 

発表日 指標、イベントなど 結果 ｺﾝｾﾝｻｽ 前回 

2/5（火） （フィリピン）1月消費者物価（前年比） ＋4.9%  ＋3.9% 

2/6（水） （インドネシア）金融政策委員会（政策金利） 8.00% 8.00% 8.00% 

2/8（金） （インド）卸売物価指数（1/26 時点、前年比） ＋4.11% ＋3.97% ＋3.93% 

（注）ｺﾝｾﾝｻｽは REUTER 調査 

 

～フィリピン～ 

2 月 5 日、フィリピン政府は 1月の消費者物価指数が対前年同期比＋4.9%と、前月（同＋3.9%）から大きく

加速した旨を公表した。食料品価格の上昇に加え、この 1月から電気・ガス料金が引き上げられたこと、さら

に、足元の堅調な住宅建設投資による住宅関連財の価格の上昇が加速していることが要因と考えられる。フィ

リピンでは、先々週の 1月 31 日に開かれた中央銀行の金融政策委員会において、25bp の金利引き下げを決定

したばかりであり、同発表を受けて同銀のテタンコ総裁は「引き続き、最新の物価動向を検証し、政策をイン

フレ見通しとリスクバランスに対応したものに調整する」とのメッセージを発出した。 

フィリピンでは、2007 年の実質 GDP 成長率が対前年比＋7.4%と、31 年ぶりの高成長に沸いた。この高成長

を支えたのが、海外、主に米国から流入する労働者送金に下支えされた国内需要であり、送金の流入額が GDP

の 1 割強の規模に相当する。米ドルベースの送金流入の伸びは堅調に推移し続けている一方、足元では通貨ペ

ソの対ドル為替レートが増価傾向を強めており、ペソベースではここ数ヶ月は前年比でのマイナス傾向が続い

ている。フィリピン政府は、ペソの急激な対ドル増価を防ぐべく、米国 FRB による先月の金利引き下げに同調

する形で金利引下げを実施したものの、1 月の消費者物価指数が中銀の設定する目標レンジ（3～5%）の上限

に近づいたことで、今後はインフレ圧力に対抗すべく、金融引き締めに向けた政策の方向転換が迫られること

は必至と考えられる。 

 

フィリピン 消費者物価指数の推移（前年比）  フィリピン 海外労働者送金伸び率の推移（前年比） 
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フィリピン ペソの対米ドル為替レートの推移    フィリピン 金融政策の推移 
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